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 Abstract 

      This paper shows the changing industrial research at the American major high-

technology companies in the last twenty to thirty years, reviewing the final report of History of 

Physicists in Industry in October 2008. The report was based on the documentation research 

study of the Center for History of Physics at the American Institute Physics  (AIP) between 

2003 and 2007. The  AIP report consists of two parts: the first part focuses on the changing 

positions of research and development at that major companies; the second part pays attention 

to the archival findings of the documentation study. This paper gives the key materials for the 

reconsideration of the industrial research for the actual innovation system, treating mainly the 

first part of the  AIP report.

1.は じめ に

「イノベーションを考えるにあたっては、企業だけではなく、大学や政府といったイノベーシ

ョンシステムのなかの他のプレーヤーの役割が重要であ り、またこれらのプレーヤーのあいだ

の インターアクションが重要である」。「イノベーションを考えるさいには、産業における研究

開発活動のみに注目しているのでは不十分である。今 日、産業のイノベーシ ョンは大学や政府

から大 きな影響 を受けてお り、大学や政府のあ り方、およびそれ らと産業の関係をもあわせて

検討することが必要である」P。 これらの言葉は、イノベーションを引き起こす条件 を考える

にあたり、後藤晃氏が述べたもので、産業 ・大学 ・政府の相互連関が重要であるとしている。



上記の指摘は10年 以上前になされたゆえに、そこから新規 さを感 じることはないが、「産業、

大学、政府の三者が国のイノベーションシステムの基本的なプレーヤーであること」は基本的

に現在でも有効であるだろう2>。実際に、2006～2010年 の第3期 科学技術基本計画では、「科学

の発展と絶えざるイノベーションの創出」が謳われ、「イノベーションの創出を通 じて、大学等

の研究開発の成果を社会 ・国民に還元する努力を強化することが求め られ」ている3)。現在、東

北地方太平洋沖地震の甚大な被災を受けて再検討中である第4期 科学技術基本計画で も、「世界

の流れを踏 まえつつ、強みを活か してイノベーションを効率的に生み出す」試みは継続される

ことは確実であろう4)。

資源に乏 しい日本が 「国際競争力 を強化 し、人口減少下においても持続的な成長を達成 して

い くためには、イノベーション、すなわち、これまでのモノ、仕組みなどに対 して、全 く新 し

い技術や考え方 を取 り入れて新たな価値を生み出し、社会的に大 きな変化 を起こす ことが必要

不可欠」 とされる5、。こうしたイノベーションが求められる時代の 日本で、大学は 「知の拠点

として」、「イノベーション創出の原動力として」期待 されている。その意味で、アメリカの大

学は、「高い研究水準 をもち、す ぐれた人材を供給 し、活発に産業と連携、交流している」先行

例と言え、よく知られた成功例の一つはバイオ産業の興隆である6)。 また、それに関連して、大

学での研究を促す特許法の改正(バ イ ・ドール法)と いったアメリカ政府側の取 り組みも参考

になっている。

これまで、イノベーション創出のための大学の活用はどのように考えられてきたのだろうか。

代表的な考え方は、1945年 にアメリカの科学研究開発局長VarmevarBush(1890-1974)の 作成

した報告書 『科学:限 りなきフロンティア』(以 下、Bushレ ポー ト)に 象徴 されるリニアモデ

ルに基づいている7}。 リニアモデルによれば、「イノベーションは基礎研究→応用研究→開発 と

い う段階をた どって実現 される」のである8)。Bushレ ポー トでは、大学や研究機関を基礎科学

のセンターととらえ、産業界お よび政府下で扱 うほとんどの研究を、「現存する科学知識の実践

的問題への応用」に関連するものとしている9)。産業界の研究を促進す るために政府が重視す

る点は、「基礎研究への支援 を通 して、新 しい科学知識の流れを拡大すること」、「科学的才能の

発展を助成すること」であ り、さらに 「研究 を進める産業界にふ さわ しい刺激 を与えること」

であった。そこでは、主に大学の もつ基礎研究を、産業界などを通 して応用研究に活か し、開

発 に結びつけ、その流れを政府が手助けするのである。 リニアモデルは、あまりに単純すぎる

見方として批判を受けなが らも、「遺伝子操作の研究がバイオテクノロジーの端緒」になった例

のようにlo)、そのモデルに近い形で進展するイノベーシ ョンも見られる。

リニアモデル以外の考え方もある。一つの例はHenryEtzkowitzの 「三重 らせん」モデルで

ある。Etzkowitzの 主張によれば、「大学は、知識基盤社会におけるイノベーションの条件を改

善 してい くなかで、政府や産業界とともに重要な役割を担い得るし、少なくとも担 うべ きであ

る」。「三重 らせん」モデルでは、政府、大学、産業界を絡み合わせることで、「知識 を利用 し、

その投入をアカデミックな知識にまで広げるなかで革新的な姿勢を創造する」のである1D。そ

こでは、三つのセクターをリニアに関係づけるのではなく、それ らのセクターの共同的な絡み

合いによって、イノベーションの条件を向上 させ ようとしている。ただ し、このモデルも、上

記のリニアモデルと同様、基本的には、大学を主な基礎研究の場、知の源泉 としてみなす傾向

をもち、異なるセクター問で、研究を外部調達できるという考えに立って、イノベーションに
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結びつけようと発想 されている。「三重 らせん」モデルやリニアモデルは、三つのセクターの関

係づけに異なる点をもつ ものの、基本的な考え方は共有されている。

しか し、上記の諸モデルに基づいて、大学発ない し大学起源の知の産業化 に目を向けるあま

り、「知」の拠点=大 学という図式を過度に意識 し、大学以外の研究活動は見過ごされがちであ

る。国立研究所の研究は大学 と同様に公的資金で支えられている面が強 く、大学に近い、 もし

くはほぼ同様な位置づけとなる一方で、企業の社内研究は注目される機会はほとんどない。ア

メリカにはBe11研 究所といった特異な研究機関があるが、親会社から独立 し、政府からの資金

を得ているなど、一企業の社内研究 とは異質な点をもっている。通常、企業の社内研究は、各

企業内の機密保持 などの理由で表出しにくいため、元来、研究活動の場 として注 目されること

は少ない。

では、企業内研究に従事する科学者の規模が小さいか と言えば、そうではない。アメリカの

物理学者に関する2001年 のNationalScienceFoundation(以 下、NSF)の 調査によれば、1946-

1965年 の間に博士号を取得 した物理学者の36%が 産業界で働き、1996-2000年 の問に博士号を取

得 した物理学者の57%が 産業界で働いている。大学や研究所などの学術機関で職を得ている物

理学者は、1996-2000年 の場合のデータでは31%と なっている12)。近年輩出された物理学者の半

数以上は産業界で働き、そのほとんどが企業の社内研究に携わっていると考えられる。科学研

究には物理学以外の分野 も多数あるが、近年のノーベル物理学賞の受賞対象 となった研究を見

て も、光通信の開発やCCDセ ンサーの発明などの実社会で有用な研究に物理学は大いに連関 し

ている1:1}。際立つ研究成果 を上げている科学者の多数が学術機関に属 しているのは事実 として

も、大規模な数の物理学者が企業内の研究に従事 していることは見過ご してはならない。

こうした状況を受けて、本稿は、「イノベーション」を考えるときに、位置づけの曖昧な企業

内の科学研究を考察するための材料を提供する。その目的は、知の源泉 とみなされている大学

を中心 とするアカデ ミックな研究とその成果を、異なるセクターが活用 して応用研究や開発に

つなげるという従来の典型的なイノベーションの条件を、企業内研究の実態に照 らして再考す

る材料 を与えることである。その材料は、物理学で学位を取得 したアメリカの主要ハイテク企

業の研究者およびその研究をレポー トした搦Sω瑠qブP勿 ε頗sf8伽1π 伽 ε吻 であるM)。

2.H's801γofPわ γs'c'SfS'η'ηdσs〃 γの 趣 旨

2008年10月 に発表された報告書H観o瑠qrP物8乞c魏s乞?z加d祝s吻(以 下、HOPI)は 、「アメ

リカ産業界の物理学者お よび関連科学者の歴史的に価値ある記録 を確認 し保存す るための枠組

みづ くり」に向けて計画され、2003-2007年 に調査研究 されたものである15)。HOPIを まとめた

機関は、AmericanInstituteofPhysics(以 下、AIP)のCenterforHistoryofPhysics(以 下、CHP)

であ り、AIPは 「物理学知識の振興や普及を促進 し、人類の繁栄へ応用するために設立 された

非営利会員制法人」である16}。AIPは1931年 設立以来80年 の歴史をもち、現在、アメリカ物理

学会、アメリカ天文学会など関連する10の 学会が1UP会 員となっている。

HOPIは 、アメリカにおいて 「産業に従事する物理学者の組織構造、コミュニケーション・パ

ターン、文沓:記録に関する、初めての体系的調査」となった且7)。HOPIを まとめる動機の一つ

は、「産業界の研究開発における物理学者およびその他の者が行う研究に関する記録保管の文書
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化があまりに乏 しい」ために、「それらの研究がどのように組織化 され、時間が経つなかでどの

ようにその研究が変化 したか」についての情報が少ないからであ り、企業での 「研究開発を文

書として遺す歴史的に価値ある記録が危機に瀕 し、実際には、 しばしば散在 し、行方不明にな

っている」か らであった18}。

HOPIは 、アメリカの主要ハイテク企業内で研究 し働 く科学者(主 に物理学出身の科学者)へ

のインタビュー調査を通 して、企業内研究の実態やアーカイブ資料の保存状況の一端 を明らか

にすることを試みている。HOPIは これらの目的に合わせて、第一部 「産業界における物理学者

の歴史(mstoryofPhysicisitsinIndustry)」 、第二部 「歴 史的に価値ある記録 の確 認 と保存

(ldent晦ingandPreser血gHistoricallyValuableRecords)」 の二部から構成 される。

第一部では、第二次大戦後以降の主要ハイテク企業における研究への資金供給の仕方の変化

や、それ らの研究の組織構造の変動を追っている19,。そこでは、企業における 「科学、技術そ

して ビジネス界の問の適切な関係」、さらに、「新 しい基礎的 ・破壊的技術を開発することに集

約 した、集中的な長期研究と、現在の製品改良と密接に結びついた、分割的な短期研究プログ

ラムとの最良の調合」の仕方を探っている。第二部では、産業界の研究活動において利用され

ている記録保持の範囲 ・程度や、紙媒体から電子媒体へ といった記録の種類の変化 を調査 し、

研究記録に関する各社の方針が大 きく変動 していることを示 している2°}。したがって、ここで

は企業内研究の実態の把握に努めるため、必要な考察材料となる第一部を主に扱 うことにする。

3.H耐01γofPわys'c趨s而'πdus々 γの 調 査 方 法

HOPIは 、3種 類の調査で行われた2P。1つ 目は、企業物理学者(corporatephysicists)と の

インタビューに基づ く調査であ り、これが主要な手段 となっている。2つ 目は、CHPに よる、

物理学および関連科学の歴史資料の国際オンライン ・カタログにある企業の記録、ラボ ・ノー

ト、その他の資料を整理 ・活用する調査認}、さらに3つ 目は、アメリカとヨーロッパの科学に

基礎づ けられた産業 の歴史を文書化する、公的および私的な記録保管 プログラム(archival

program)に 関する調査に依っている。

インタビューは、多数の物理学者 を雇用 している、アメリカの主要ハイテク企業27の うち、

15社 を選び、各社で、研究開発マネージャー2名(少 な くともシニア ・マネージャー1名 を含

む)以 上、現場 のシニア物理学者3名 以上に対 して行われた鋤。 また、技術に関する図書館の

指導的立場の人物、記録管理の責任者、会社の文省館がある場合はそのアーキビス トといった、

資料(㎞formation)の 専門家に対 して もインタビューが実施 された。

27の ハイテク企業は、!UPのStatisticalResearchCenterに よって行われた、AIP会 員の10学

会に属するアメリカ人会員に関するサンプル調査(1998年 、2000年 、2002年)の 結果に基づい

て りス トアップされた24)。27社から15社へ絞る作業では、規模の大きさ、身近な製品の有無、製

品の多様性、オーナー企業、社内文書館(ア ーカイブ)、研究開発の組織化が判断基準 となって

いる。例えば、27企 業のなかで最大規模をもつ5社(Raytheon,LockheedMartil1JBM,Lucent,

Boeing)は 、他の企業に比べて多数の物理学者を雇い、 しか も、それ らの多 くは基礎研究に従

事 しているが、調査対象となることをBoeingが 拒んだため、5社 のうち4社 を選んでいる。こ

うした各基準項 目を通 して選ばれた企業が次の15社 である。
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3M,AglentTec㎞ologies,Corning,EastmanKodak,ExxonMobHe,Ford,GeneralAtomics,

GeneralElectric,Honeywe11,IBM,LockheedMartin,LucentTec㎞ologiesBellLaboratories,

25}Raytheon
,TexasIllstruments,Xerox,

各企業内の研究に従事する物理学者へのインタビューは、一定の項目に基づいて実施 された26}。

例えば、シニア研究者への質問項目は次のようなものである。項 目範疇は8つ あ り、それぞれ

の範疇に細 目がある。8つ の範曜は、「経歴(background)、 学歴(educatめn)、 職歴(career)」 、

「組織お よび研究の制度的構造」、「記録保持」、「現在の研究」、「現在の研究協力」、「現在の研究

一管理」、「職歴の評価」、「多岐にわたる質問」である。

「経歴、学歴、職歴」範瞬には、学位の取得年、学位研究が理論研究か実験研究のどちらか、

学位論文の主題、学位論文の指導者、どのように産業界の職歴 をとるに至 ったか、その会社で

の勤続期間、現在の研究分野と身分、他の研究分野での経験の有無 といった質問がある。「組織

お よび研究の制度的構造」範疇には、ラボ内の制度上の所属、研究報告 をする相手と研究報告

をされる相手、研究資金源の種類、研究予算の配分のされ方、研究スタッフによる予算配分へ

の関与の仕方、ラボでの研究活動の管理指示の仕方、企業での研究ス ター ト時の ラボ活動の管

理指示の仕方、研究に関する時間的制度 といった質問がある。問いかけに対 して、曖味な回答

や再考の余地を残す回答が見 られた場合、さらに詳細な問いを行い、状況に応 じて問う内容や

問い方を変える対応はとるとしている。

HOPIは 、上記のように、アメリカのハイテク企業を15に 選択 したうえで、企業内の物理学者

に、定 まった質問内容で インタビュー調査が行 われ、Nvivoと いうインタビュー内容 を整理 ・

分析す るソフ トウェアを利用 してまとめられた。この分析結果から、企業内研究の内実を描 く

ことを試みている。

4.産 業 界 に お け る科 学 者 の 研 究 実 態 の 一 端

HOPIで は、報告の最初に、RAM.J.Faasの 見解を紹介 している271。2σ世紀後半を経るなか

で、アメリカ産業界の研究開発の組織には大きな変化が起こった。それは、イノベーションコ

ン トロー ルの担 い手の、「個 々の労働者か ら経営幹部層へ(fromindividualworkerstotop

managers)」 のシフ トである。第二次世界大戦後、しばらく、研究開発を成功に導 くには、「十

分な組織 的、財政的資源や自律性 を与えられた高度に創造的な人々に頼る」のが よいと考えら

れていた。整った環境で研究に没頭 している科学者がそれであった。 しかし、その後、「科学者

を中心 に据えたアプローチは、個 々人の技術的関心のために会社の技術的ニーズを犠牲にする

というリスクを負 う」ことが、アメリカの研究開発に関する調査で確認 され、それまでの考え

方が変更 されるようになった。この変更 を受けて、1960年 代後半以降、個 々の研究者に与えら

れていた自律性は研究開発部門へ移行 された。さらに、1980年 代申頃になると、イノベーショ

ンプロセスをいっそう効果的にするために、個々の部門を超えて、研究開発だけでなく、マー

ケティングや生産の部門を巻き込むような、会社全体に渡るプログラムが必要 とされるようにな

ったのである。

Faasが 示 したように、アメリカ企業におけるイノベーションプロセスをコントロールしよう

とす る方向性は、20世 紀後半を通 して変わってきている。さらに、今後 も絶えず、各企業は研
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究と開発の適切な関係を見出そ うと試み続けるだろう。また、同時代であって も、企業の規模

や分野の違いで、その関係は変わることもあ り、イノベーションプロセスに関する見解は多様

化 してい く可能性 もある。HOPIは 、15企 業の物理学出身の研究者へのインタビュー内容から、

彼ら彼女らの研究実態に照 らして、研究と開発の最適な関係をめぐる動向の一端を明らかにし

ている。

アメリカのハ イテク大企業の研究開発が過去30年 間で大きく変わったことは、具体的な数字

にも現れているお}。公的機関以外の(企 業を主体 とする)研 究開発への投資は1985-1994年 の間、

年0.7%に とどまる増加であった一方、1994-1998年 では年7.6%の 成長率 となっていた。企業の

乗っ取 り、再編、複合企業体の成長などが進んだ1980年 代にイノベーションプロセスの質的変

更が行われ、企業の研究開発への投資規模は微増で推移 していたが、1990年 代後半には、イン

ターネットブームやITバ プルもあって、大 きな増額で推移 した。産業界の物理学およびその関

連の科学者の給料も研究開発の増大にともない、1996-2000年 に17%上 が り、2000年 のバブル終

焉後は下がった。アメリカ全体の研究開発消費における産業界の比率はその2000年 には70%を

記録 し、数年後は下が り、2006年 に66%に まで回復 している。

Ben研 究所(以 下、Be皿研)のPhihpPlatzmanは 、親会社AT&Tが 反 トラス ト訴訟のため1980

年代前半に解体された前後の話を次のように語っていた凶}。AT&T解 体前のBeH研 では、「一箇

所に優れた人をたくさん集めて、問題が起 こったときはその人達が解決法を与えてくれる」 と

いう考えの もと、研究所の科学者は 「したいことをしなさい」、必要な 「お金 と時間を与えまし

ょう」と言われたという。また、BeU研 の研究開発主任AliceWh重teに よれば、1980年 代にAT&T

関連のラボをつ くることは、Bell研 の前にAT&Tと いうブランドが付 くくらいの問題 ととらえ

られていたが、1990年 代になると、「本当のところ、私たちはAT&Tに どのようなインパク トを

与えているかを理解する必要がある」という雰囲気になっていたという。こうした変化は、「本

当のところ大企業にインパク トを与えていなかった」物理科学に大 きな問題を投げかけたと彼

女は見ている。

BeU研 は 「ビジネスへの貢献」を文化の一部 とする研究機関に変貌をとげて、そこか らは純

粋な物理学研究を求める風土はほとんど消え去っていた。Kodakの 物理学者EdFurlaniも 、企

業が業界での独占的地位を失うことで、企業内研究の位置づけが変わったと述べている3°'。IBM

の匿名の研究開発主任は、1990年 代に科学研究の位置づけが変化 したことに触れるなかで、IBM

内で研究を行うな らば、自分たちの研究の有用性 を示す 「ス トー り一」を作 り出せるかどうか

が問題になるようになったと語っていた31)。

また、研究費の財源という視点か らも企業内研究の変化を読み取ることがで きる32)。1970年

代以前、企業の研究活動の中心である中央研究所の財源は、各企業の経費か ら直接支出される

方式や、企業内の各ビジネスユニッ トの歳入の一部をそれに充てる方式などで確保 されていた。

つまり、企業による研究活動への資金提供は、企業の研究 と事業の間に緩衝材を置 く形で行わ

れていた。 しか し、1970年 代以降、その緩衝材の除去が試みられるようになり、中央研究所を

廃止 して、諸事業部門のなかに研究ラボを設けることや、中央研究所は存続するが、その財源

は諸事業部に関連する契約 に基づ く研究機構に組み入れることが図られた。中央研究所は、諸

事業部に研究を 「売る」ことで資金を受ける形をとるようになった認)。企業が直接ではなく、ビ

ジネスユニ ットが 「ラボの顧客」になるのだった。 こうした変化は、当然なが ら、研究 よりも
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諸事業部門の存在感を強める結果となった。

GeneralElectric(以 下、GE)で は、1981年 にJackWelchがCEOと なった後、研究開発への

資金提供に関する変化が起こった。研究活動への資金の額はほとんど変わらなかったが、その

資金は評価 を通 して提供されることとなった。 ラボの所長 とスタッフは予算案に従い評価資金

を使い、優先順位 を決めて様々な研究プロジェクトに資金を配するのである。大半の資金はGE

の ビジネスラインに応用で きる分野を探 る研究に向けられ、わずかな割合の資金が注意を必要

とする特別な ビジネス分野に向けられ、さらに残 りのわずかな資金が 「いかなるビジネスとも

関係 しない」長期展望の研究に向けられるのである。

1960年 代にGEに 入社 したグローバル研究センターの匿名の研究者は次のように述べた。「最

初の頃は、[研究:引 用者]資 金のほとん どは会社から、おそらく90%は 会社からで、10パ ーセ

ン トはい くつかの政府契約か らのものだった。(中 略)私 たちは(ビ ジネスに)何 らかの形で関

係することを理解 しなければならないことを分かっていたが、(中略)私 の最初の主任は30年 間

そこ[研 究部門:引 用者]に 居て、ビジネス側へ一度 も出向 くことはなかった」鋤。 しか し、

1980年 代を経て、とくに、GEの グローバル研究の指導者にWalterRobbが 就いた1986年 以降、

研究に対する資金提供機構が大 きく変わった。企業が直接に中央研究所 に渡す資金は、必要な

額の25%の みであり、それはラボのメンテナ ンス向けの資金であった。必要額をすべて満たす

ためには、研究者はビジネスユニ ットに出向いて、ビジネスへの研究の貢献を説かなければな

らなくなった。GEの グローバル研究セ ンターのJo㎞Schenkは2003年5月 のインタビューのな

かで、中央研究所における研究の性格の変化に関連 して、こう話 している。「今や私たちは低い

レベルの人達からお金を得なければならなくなった。(中 略)新 しい[資 金提供:引 用者]機 構

が出来て、私たちは研究プランを準備 し主任達にプレゼンすることに、より多 くの時間を割か

なければならな くなった」錨。そ して、先の匿名の研究者は、最初の主任は ビジネス側へ足を

運ぶことは皆無だったが、今やその人達は 「週に2回 は行 く」と答えた。

GEの 中央研究所の財源の変化を一つの例 として考えると、1980年 代 を通 して企業内の研究

活動の位置づけが大きく変わったことが分かる。研究者の意向に従って自由に研究が進め られ

ていた以前に対 して、1980年 代以降はビジネスユニッ トの意向に合わせ ることに主眼が置かれ

るようにな り、必然的に短期的展望に基づ く研究が幅をきかせることになった。 しか し、その

傾向がこれまで絶えず継続 しているかと言えば、そうではない。

2001年 にWelchに 代わってCEOに なったJeffreyImmdtは 「短期的展望の ものがあまりに多

す ぎる」と感 じ、彼の意向を受けた会社は 「製品開発よりもより長期的展望の ものを行 うよう」

企業研究者たちに求めるようになったと、GEの グローバル研究センターの 助onDorriは イン

タビューに答えている36)。だが、他の企業 も同様な道を辿 ったわけではない。EastmanKodak

は、GEと 同様に、1980年 代中頃に企業内研究の内容をビジネスユニッ トに近づけることを進

めた後、1990年 代初めにその傾向をさらに強め、基本的にその方向性 を変えていない37)。

GEの ように、中央研究所 を形 として残す選択肢 もある一方で、中央研究所を廃止 して、す

べての研究を複数の ビジネスユニ ットや小規模部門に担わせるという選択肢 も見 られる。Texas

Instrumellts(以 下、TI)は 、1997年 に防衛部門をRaytheonに 売却 したが、それは大規模な中央

研究所を棄てたことを意味 していた。集中的に資金を投 じられていた他のラボは、TI内 の複数

部門に移 されることとなった。TIで は、シリコン研究も個々の部門ラボの範囲で行われるもの
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とみなした。TIの 研究者RichardChapmanに よれば、防衛部門をRaytheonに 売却 したとき、

TIは 中央化 した研究ユニ ットを必要としないと判断 したのである劉。

上記では、中央研究所や財源構造の点に注 目して、アメリカ企業が集中的資金で担う研究活

動の位置づけを企業内で変更 もしくは解体 していることを見てきた。だが、企業内研究を、す

べてではないにせよ、内部ではなく外部に委託 して しまう方式 も選択肢 として考えられる。

外部委託先 を大学 とした場合、企業は大学の何 らかの研究グループに資金提供することにな

る。それは、大学生の関心を当該企業に向ける意味合いをもつ一方で、実際に企業の目する研

究の担い手として見込んだ結果と見ることもできる。AgilentTec㎞010giesの 研究者SteveNewton

によれば、大学の研究への補助金は基礎研究に向けられ、企業内の諸部門は製品開発を手がけ、

企業のラボは 「その中間のギャップ」 を埋める 「応用研究ラボ」 とな り鋤、三者間の役割分担

が明確化されているようである。他方で、大学 と関わりをもつFordの 匿名の研究者は、企業側

と大学側の間に 「大学と関係するものの商業的利益」をめぐる衝突があることや鋤、 もともと

目的の異なるセクターが共同 して取 り組む難 しさを示唆 していた。また、企業ではなく連邦政

府が大学の研究に資金提供 し、そこに企業が関与することもあるが、「会社はお金を創 り出すこ

とを目的にして、大学は[研 究成果の:引 用者]刊 行や出版 を進めようとする」ため、やは り

大学での共同研究は容易 くはないことをGEの 研究開発主任(匿 名)は 語っていた4D。

企業が研究 を外部委託する形には他の方式 もある。一つの方式は、政府一産業一大学のフラッ

トな共同研究 という 「三重 らせん」モデルに近いものである。例えば、1980年 代後半、Kodak、

Xeroxが 中心になり、Rochester表 現コンソーシアムを創 り、さらに、Rochester大 学、Rochester

工科大学、NewYork州 立科学技術財団らとともに、電子表現 システムセ ンターを形成 した姐)。

1996年 にXeroxは 、Comell大 学の教員 と学生との共同研究の機会を自社の科学者に提供するデ

ザイン研究機関を設立 した。2001年 には、KodakとXeroxはNewYork州 科学技術研究局(New

YorkStateOfnceofScience,Tec㎞ologyandAcademicResearch)と ともに、マ イクロ電気機

械技術 システム製造(Micro-ElectromechanicalSystemsmanufactu血 唱)の 商業化 を試み る

1㎡otor瞳csを立ち上げた。その後、Infotonicsは 対外的にオープンな機関となったが、2006年 の

時点で毎月20万 ドルを費や し、経済的に方向転換を迫られている431。

また、外部委託形式の他の方式は、知識創造を市場から外部調達するという形である。 この

方式では、企業は、自前で知識を創造するのではな く、新 しい知識創造を見込める外部の知識

を評価(assess)し て、それを自社の研究開発の一部に活用するのである44〕。 自社で大規模に研

究開発プログラムを通 して新 しい知識創造を行 うや り方は不効率 と考えたLoc㎞eed、Gene圃

Atomics、Xeroxら は、この評価による外部調達の方式を取 り入れている。Lockheedの 研究開

発主任(匿 名)は 、研究その ものの重要性は変わらないが、自前で 「研究をい くつか行 うので

はなく、外部で研究 されているものを知らなければならない」と語っている樹。Lockheedら の

会社は、大学での小規模な研究プログラムなどの新事業を注視する専門職 を設けて、自社内で

求める技術 と合致 しているかどうかを見定めて、合致する ものが見つかれば、その有用性 を調

べ、その新事業を手に入れて、自社の特許研究開発プログラムに活用するのである46)。Microsoft

の技術幹部を務めたNathanMyhrvoldは 知的財産の産出源に関係す る特別な職務を遂行す る

IntellectualVenturesを 立ち上げて、2006年7月 に至るまでそこに700名 程の研究者を投入 して

いだ7)。
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現代のアメリカの主要ハ イテク企業が研究を外部委託する方式には、 リニアモデルに近い発

想で大学に基礎研究を委託するものも依然として見 られる一方で、「三重 らせん」モデルに類似

したコンソーシアム型も存在 していた。 さらに、自社内で新たな知識創造 を起こす ことへの過

度な期待 をやめて、現存する外部の有望な知識を獲得することに注日するという、外部の知識

創造の査定を通 して自社の研究開発を進めるや り方 も現れた。このように、外部委託型の研究

開発においても多様な方式が試み られている。

5.ま とめ

本稿では、AIPのCHPに よるHOPIの レポー ト内容 を題材に して、アメリカでの企業内研究

の動 向や実態の一端を紹介 した。時代的な動向としては、第二次世界大戦前から1970年 代まで

はリニアモデルに基づいて、企業が 自前で大規模 な資金 を投入 して中央研究所 を営み、そこで

科学者たちに自由に研究を行わせ、その成果の一部を企業の利潤に結びつ く事業に活かすよう

試み られた。 しか し、1980年 代に入 り、冷戦構造の崩壊が進み、政府か らの軍事費が削減され

るなかで、軍事費に依存する体質をもつ基礎研究の方向転換が図 られるようになり、日本、ヨ

ーロッパの国際競争力の増大に呼応 して、アメリカ政府が産学連携の推進や知的財産権を強化

す るプロパテン ト政策をとった結果、基礎研究 をとりまく環境は大きく変化 した⑧。その変化

を受けて、アメリカの企業内研究は、基礎研究と応用研究 を二元的に管理するのではな く、二

つの範疇の距離 を近づけて、かつ、基礎研究 と応用研究の担い手を限定的ない し階層的にとら

えるのではなく、大学、産業界、政府 をフラットに とらえて三者、もしくは三者のうちの二者

の自由な共同研究を進めるようになった。その表れの一部が、中央研究所の廃止やその位置づ

けの変化、企業内研究の財源の分散化や研究スタイルの ビジネス化であった。

1980年 代を通 して生 まれた企業内研究の変化は、新たな一つの流れとい うよりは多様な流れ

を生み出す契機 となった。大学での研究プロジェク トに企業が参画することは、産学連携を推

進する典型的モデルであるが、実際には、大学 と企業の問には究極的目標に違いがあ り、それ

らの共同研究が首尾 よく展開されないことも見出された。連邦政府による大学での産学連携プ

ロジェク トではその方向性の違いが如実に現れて しまうこともあった。 こうした点を踏まえて、

複数の企業、大学、学術機関、政府系機関が集まり、で きるだけ特定の意図が薄まるようにコ

ンソーシアムを形成 し、特定の技術の商業化に向かって共同研究する方式 も試み られた。 しか

し、思 うような成果が得られたとは言えないようである。 したがって、企業は自社関連の共同

研究で ビジネスに有望 な技術 を研究開発する経路を保留 し、外部の不特定の研究プロジェク ト

を調査 して、有望視 される前段階の有用な技術 をつみ取るという方式 もとられるようになった。

いずれにせよ、リニアモデルのような定まった模範的方式 をとるのではなく、企業にとって有

効 な方式を様々な場面で探 り、各企業、各分野にとって良好な共同研究が とられるようになっ

ている。

だが、以前にとられた企業内研究の方式がただ棄て去 られ刷新 されるよう進んでいるわけで

はない。GEの ように、多 くの資金を投入する長期的展望に基づ く研究を一旦は軽視 したが、そ

の重要性 を改めて強調 し直す ことも行われている。とにか く、「研究その ものの性質は変動 して

いる」のである鋤。変動する環境のなかで研究を進める企業内研究者(こ こでは主に物理学出
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身の研究者)も 、その変動に合わせて、研究に対する姿勢やスタイルに変化を加えざるを得な

い状況に置かれている。こうした状況下で、大学などの学術界の研究者と産業界の研究者には

同 じ物理学出身であっても、大小様 々な差異が生まれている。 しか し、企業内研究者は学術界

の研究者 よりもビジネス化の影響を強く受けていると単純に言えるわけではない。現在、学術

界の研究においても、資金獲得のための研究が多 くを占めているため、企業によっては、企業

内研究者のほうがより基礎研究に打ち込める、より自律性 を保持できているという事実 も見 ら

れる。つまり、企業での研究が複数の要因でその性格を変えているため、一定のモデルに従い、

特定の経路や型による知識創造ないしはイノベーションを唱えることはで きな くなってきてい

るのである。

本稿では、HOPIの 第二部 「歴史的に価値ある記録の確認と保存」の内容にほとんど触れてい

ない。だが、現代の研究活動の一翼を担 う企業内研究は、産業界の研究動向や産学官 をまた ぐ

研究活動の実態の把握にとって、今後もその重要性に変わ りはない。企業内研究を対象とする

分析が十分進め られる環境づ くりは現在だけでなく未来において も必要である。これらの環境

の改善を考えるためにも、第二部の内容は別稿にて改めて取 り上げる予定である。
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